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ここではまず、OECD Better Life Initiative による「 How’s Life in Japan?（日本の
幸福度）３」について概観していく。





日本の幸福度を他の OECD 加盟国と比較したものが図表 1 である４。図表の左にあ
る縦の矢印は、各国のランク（ 1 ～34）を表している。







2007 年の調査と比較すると、日本では実質家計可処分所得が 4 ％程度漸増したが、
市場の所得格差は 3 ％拡大している。2008 年のリーマンショックによって、OECD 諸
国全体では雇用条件の悪化が生活満足度に大きな影響を与えたが、日本の場合、その
影響は比較的緩やかで、雇用率も長期失業率も 2007 年から 2012 年までは安定してい
た。しかし、雇用の質に関しては、労働者が最低１人いる世帯で暮らす人の 13％が就
労貧困（職に就いていながら貧困である状態）で、成人全員が職に就いている世帯で
暮らす人でも 12％が就労貧困であり、いずれも OECD 平均を上回っている（ 2010 年
のデータ）。日本における生活満足度は 2007 年の 49％から 2012 年の 43％へと若干低
下した。経済危機の最中、OECD 諸国における人々の信頼も落ち込んだ。日本では、政
府を信頼している人は 2007 年の 24％から 2012 年の 17％にまで下落し、OECD 諸国
で最低の割合となった。経済危機の影響が最も深刻だった国々では、社会的団結と社
会との関わりの新しいあり方が生まれたが、日本では逆に、誰かを助けた人は、2007




の+27％）が OECD のなかでも最も大きい国のひとつである（ OECD 平均は+16％）。
日本人の女性は男性と比べると、高等教育を修了している割合が低く（男性は 58％、
女性は 42％）、有給の職業に就いている割合も低い（男性の雇用率は 92％、女性は
67％）。政治家も少なく、国会における男女比は男性が 92％で女性 8 ％である。家事
に従事する時間数（１週間あたり）は女性が 22 時間で男性は２時間。夫婦間の暴力を
経験したことがある女性は 15％で、夜間の外出に不安を感じている女性は 31％（男性
は 15％）。平均寿命は女性の方が長いものの（男性 79 歳、女性 86 歳）、健康状態がよ
い人は男性が 32％で女性が 29％。主観的満足度（10 段階評価）は男性が 5.8 で女性が
6.2 と、女性が男性を上回っている数少ない項目のひとつとなっている。
2 - 2 ．幸福度指標にもとづく日本の評価
以下では、OECD の「 Better Life Index（幸福度指標）５」にもとづく日本の評価に
ついて概観していく。
日本は、幸福度指標の多くの側面で OECD 平均近くかそれ以上の成果をあげてい
る。 1 人あたりの世帯平均可処分所得は年間 25,066US＄（約 302 万円）で、OECD 平
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均（23,938US＄≒288 万円）を上回っている。しかし、所得の上位 20％が下位 20％の
６倍以上を稼いでいることから、貧富の差はかなり大きいといえる。雇用については、
15 歳から 64 歳の 71％が有給の職業に就いているが（ OECD 平均 65％）、男性は 80％、
女性は 61％が有給の職業に就いていることから、女性は仕事と生活のバランスをとる
上での困難に直面しているといえる。
教育では、PISA の読解力と数学と科学の学生スコアは平均 540 点で、OECD 平均
の 497 点をはるかに上回っている。出生時の平均余命は 83 歳で OECD 平均の 80 歳
よりも高い。大気中の PM10 レベルは１立方メーターあたり 24.1 マイクログラムで、







のに対して、高等教育（大学レベル）を修了した人は 93％であった。日本人は 1 日あ
たり 4 分間、ボランティア活動に従事しており（ OECD 平均と同じ）、25％近くは先月
見知らぬ人を助けたと答えている（ OECD 平均が 49％あるなかで最低の数値）。投票
率は、最近の選挙では 59％（ OECD 平均 72％）、社会階層間での投票レベルには差が
ないことから、日本の民主制度においては幅広い社会的包摂（ Social Inclusion ）がみ
られる。
86％の人が普段の生活で好ましい経験（安らぎや達成感、喜びなど）をしているこ





川崎市は、人口約 146 万人で人口増加率 0.89% ６の大都市（政令指定都市）である一
方、年間約 10 万人が転出し、それとほぼ同数が転入する７という、住民の入れ替わり
が非常に激しい都市でもある。生産年齢人口（15 歳から 64 歳）は約 98.4 万人（人口の
68％）で、全国平均（61.3％）を上回る高い数値となっている８。川崎市総合企画局都
市経営部統計情報課編「川崎市の人口（８）－平成 22 年国勢調査結果報告書－９」に
















の世帯人員は 2.15 人で、年々減少傾向にある一方、単独世帯は 42.5％と増加傾向にあ
る。一般世帯に占める高齢者（65 歳以上）のいる世帯の割合は 24.5％で、高齢者の単
独世帯は全体の 16.8％（約 4.7 万世帯）と、夫婦のみの高齢世帯とほぼ同数を占めてい
る。
川崎市総合企画局都市経営部統計情報課編「平成 24 年版 大都市比較統計年表から
見た川崎市 11」によると、21 の大都市（東京都区部及び政令指定都市）のなかでも、川
崎市の人口と世帯数は 9 位、人口増加率（0.61％）は 4 位で、うち自然増加比率（0.33%）
は１位、社会増加比率（0.27％）は 8 位、転入率と転出率は 2 位、平均年齢（41.5 歳）と
生産年齢人口の割合（70％）は 1 位、昼夜間人口比率（89.5%）は 20 位、昼間人口にお
いて就業者に占める市外からの通勤者割合（41.5％）は 3 位、夜間人口において就業者
に占める市外への通勤者割合（53.1％）は 1 位となっている。 2 人以上の世帯のうち勤
労者世帯における 1 世帯あたり平均の 1 ヶ月の実収入（約 61.8 万円）は 2 位で、 2 人以
上の世帯のうち 1 世帯あたりの平均 1 ヶ月の消費支出（約 32.6 万円）は 1 位である。





















なるにつれて高くなる。男女とも 50 代と 60 代の加入者は 7 割台で、70 歳以上では 8







女性の方が高く、年齢が上がるにつれて男女とも高くなる。20 代は 1 割程度で、50 代




































































Web 調査では、一般的信頼やネットワークに関する尺度 20 項目に対して、
SPSS22.0 を用いて主因子法・バリマックス回転による因子分析を行った結果、固有値
1 以上で 6 因子構造を抽出した（図表 3 ）。累積寄与率は 57.6％。第 1 因子は「公助（ク
ロンバック係数は α=.936）」、第 2 因子は「定着性（α=.711）」、第 3 因子は「近親者へ




相談相手 web 自主防災 web 自主防災 web 自主防災
家族 79.7% 89.8% 11.6% 4.2% 8.7% 2.2%
親戚 32.6% 52.2% 29.3% 23.6% 38.1% 19%
近所の人々 16% 47.3% 32.2% 30.7% 51.8% 17.2%
友人・知人 57% 54.2% 28.1% 28.6% 14.9% 12%
職場 22.1% 19.4% 41.2% 29.6% 36.7% 27.5%
町内会・自治会 9% 51.1% 38.2% 28.7% 52.8% 15.2%
ボランティア・ＮＰＯ 11.1% 16.2% 37.5% 45.7% 51.4% 29.1%
警察・消防 24.7% 46.4% 37% 31.4% 38.3% 15.8%






因子抽出法: 主因子法、回転法: Kaiser の正規化を伴うバリマックス法
図表 3 ：因子分析の結果






（神奈川県） 0.911 0.072 0.114 0.079 0.036 0.095 0.864
特定化信頼
（市役所・区役所） 0.891 0.114 0.101 0.097 0.060 0.093 0.839
特定化信頼
（警察・消防機関） 0.835 0.145 0.095 0.089 0.051 −0.005 0.737
特定化信頼（国） 0.828 0.049 0.091 0.070 0.004 0.092 0.710
特定化信頼 0.756 0.098 0.200 0.065 0.052 0.045 0.631（学校・病院）
近所づきあいの割合 0.072 0.753 0.259 0.057 0.113 0.083 0.663
近所づきあいの程度 0.099 0.646 0.336 0.065 0.092 0.088 0.560
居住歴 0.064 0.567 −0.167 0.066 0.080 −0.083 0.371
居住形態 0.072 0.563 −0.048 0.025 0.077 −0.002 0.332
年齢 0.159 0.493 −0.245 0.195 0.132 −0.120 0.398
特定化信頼
（知人・友人） 0.117 −0.053 0.740 0.120 0.097 0.050 0.590
特定化信頼（同僚） 0.256 −0.154 0.575 0.066 0.018 0.063 0.429
知人・友人づきあい 0.034 0.080 0.536 0.132 0.058 0.070 0.321
特定化信頼（親戚） 0.332 0.166 0.424 0.095 0.082 −0.011 0.334
社会全体への
一般的信頼 0.152 0.132 0.204 0.820 0.119 0.084 0.776
旅先での信頼 0.141 0.142 0.202 0.760 0.116 0.080 0.678
地縁団体への評価 0.041 0.230 0.086 0.132 0.736 0.065 0.625
自主防災への評価 0.072 0.130 0.108 0.074 0.716 0.059 0.556
５年前との生活比較 0.079 0.009 0.037 0.046 0.067 0.741 0.563
５年後の生活予測 0.103 −0.039 0.105 0.075 0.042 0.718 0.547
因子寄与 3.89 2.09 1.81 1.41 1.17 1.16 11.52
寄与率 19.42 10.43 9.05 7.05 5.84 5.81 57.60
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上記 6 因子の相関分布（図表 4 ）によると、近所づきあいや居住歴といった地域へ
の「定着性」と、地縁団体の活動といった「共助への評価」との間には正の相関があり、
知人・友人など「近親者ヘの信頼」と「一般的信頼」との間にも正の相関がみられる。
Pearson の相関係数 **は 1% 水準で有意 (両側)　 *は 5% 水準で有意 (両側) 　n=1000
図表 4 ： 6 因子の相関分布
図表 4 の 6 因子をもとに Amos18.0 を用いてパス解析を行った結果が図表 5 であ









F1：公助 F2：定着性 F3：近親者への信頼 F4：一般的信頼 F5：共助への評価 F6：生活満足
F1：公助 1 .022 .036 .014 .000 .025
F2：定着性 1 .018 .035 .087** −.013
F3：近親者への信頼 1 .070* .040 .048













4 因子の相関分布（図表 7 ）によると、「公助」と「近隣への信頼」との間には正の
相関がみられる。また、「一般的信頼」と「近隣への信頼」、「近隣への信頼」と「生活
満足」との間にも正の相関がみられる。
Pearson の相関係数：** は 1% 水準で有意（両側）、* 相関係数は 5% 水準で有意（両側）、n=1608
図表 7 ： 4 因子の相関分析
因子 F1：公助 F2：一般的信頼 F3：コミュニティへの信頼 F4：生活満足 共通性
特定化信頼（神奈川県） 0.89 0.07 0.06 0.13 0.82 
特定化信頼（市役所.区役所） 0.81 0.13 0.18 0.10 0.71 
特定化信頼（国） 0.81 0.09 0.10 0.14 0.69 
特定化信頼（学校.病院） 0.71 0.10 0.26 0.03 0.58 
特定化信頼（警察.消防機関） 0.70 0.08 0.29 0.05 0.58 
特定化信頼（政党.政治家） 0.51 0.13 0.28 0.15 0.37 
旅先での信頼 0.13 0.80 0.04 0.04 0.66 
社会への一般的信頼 0.12 0.77 0.21 0.06 0.66 
特定化信頼（町内会・自治会） 0.33 0.09 0.74 0.11 0.68 
特定化信頼（近所） 0.20 0.16 0.65 0.12 0.50 
5 年後の生活予測 0.10 0.04 0.13 0.78 0.64 
5 年前との生活比較 0.12 0.05 0.06 0.69 0.49 
因子寄与 3.55 1.34 1.31 1.19 7.39 
寄与率 29.60 11.17 10.94 9.87 61.59
F1:公助 F2:一般的信頼 F3:近隣への信頼 F4:生活満足
F1:公助 1.00 0.03 .079** 0.04 
F2:一般的信頼 1.00 .064** 0.02 
F3:近隣への信頼 1.00 .057*
F4:生活満足 1.00
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上記の 4 因子をもとに Amos 18.0 を用いてパス解析を行った結果、適合度指標は
χ2=96.19、df=24、p<.000（0.1%水準で有意）、GFI は.983、AGFI は.969、RMR は.037、







本稿では、生活満足度や幸福度に関する 2 次データ（OECD や川崎市の調査）を参
考にしながら、川崎市民の地域意識と生活満足度との関係について考察していった。
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が 101,889 人で転出は 96,407 人である。1972 年（昭和 47 年）以降、年間の転入／転出者数





2014 年 12 月時点での全世帯数は約 68.8 万世帯である。
11 川崎市総合企画局都市経営部統計情報課編（2014c）参照。数値は平成 22 年国勢調査をもと
にしているため、最新の調査データとは若干異なっている。
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Web 調査は、神奈川県川崎市在住の成人男女を対象とし、標本サイズは 1000 人（2011 年
度の川崎市年齢別人口に基づく人口構成比に可能な限り準拠するようにした）、調査期間
は 2012 年 12 月 3 日から 6 日までである。自主防災組織調査は、川崎市自主防災組織連絡
協議会と川崎市総務局危機管理室による協力のもと、川崎市の自主防災組織（町内会・自
治会）の構成員を中心とした市民を対象に、2013 年５月７日から５月 31 日まで郵送法で行
った。配布サンプル数は 4260（市内の自主防災組織 710 団体に各６枚ずつ配布）、回収数と
回収率は 1949（45.8%）である。
14 OECD（2014）.
